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計 法  人 個  人 計 法  人 個  人

平成６年 2,440 781 1,659 13,407 8,903 4,504

　　　　卸 売 業 518 336 182 5,252 4,514 738

　　　　小 売 業 1,922 445 1,477 8,155 4,389 3,766

　　９年 2,287 757 1,530 12,875 8,863 4,012

　　　　卸 売 業 455 298 157 4,850 4,401 449

　　　　小 売 業 1,832 459 1,373 8,025 4,462 3,563

  １１年 2,303 … … 14,188 … …

　　　　卸 売 業 519 … … 5,160 … …

　　　　小 売 業 1,784 … … 9,028 … …

　１４年 2,034 745 1,289 12,894 9,470 3,424

　　　　卸 売 業 420 293 127 4,090 3,731 359

　　　　小 売 業 1,614 452 1,162 8,804 5,739 3,065

　１６年 1,873 … … 11,547 … …

　　　　卸 売 業 419 … … 3,596 … …

  　　　小 売 業 1,454 … … 7,951 … …

　１９年 1,737 755 982 11,934 9,400 2,534

　　　　卸 売 業 358 255 103 2,762 2,480 282

  　　　小 売 業 1,379 500 879 9,172 6,920 2,252

1,134 … … 8,025 … …

248 … … 1,856 … …

886 … … 6,169 … …

1,042 … … 7,926 … …

232 … … 1,720 … …

810 … … 6,206 … …

1,029 … … 8,309 … …

238 … … 1,750 … …

791 … … 6,559 … …

1,035 … … 8,838 … …

244 … … 1,911 … …

791 … … 6,927 … …
　備考　１）平成9年、14年、19年は6月1日、平成6年、26年は7月1日現在である。平成11年、    16年は簡易調査として実施。
　　　　２）平成24年（2月1日）、平成28年（6月1日）は経済センサス活動調査の「卸売業・  　小売業に関する集計」の結果である。産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」

　　　　４）令和3年（6月1日）は経済センサス活動調査の「卸売業・小売業に関する集計」     の結果である。産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所

　資料：総務部法制文書課（商業統計調査、経済センサス活動調査）

　　　　　  小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。また、  平成28年の売場面積は調査対象が法人組織のみであったため、個人経営
　　　　    の事業所は含まれていない。

３８　商　　　　　業

                                                　　　　 １　卸　売　・　小　売　業　　の　推　移

年次・産業分類
事　業　所　数 従　業　者　数     年　間 　商　品　販　売　額

93,623,514

78,288,526

15,334,988

96,725,605

81,378,140

15,347,465

86,122,040

71,136,220

14,985,820

41,423,161

25,667,040

15,756,121

45,808,868

31,745,326

14,063,542

34,645,866

17,710,010

16,935,856

　２４年 305,609

　　　　卸 売 業 182,997

  　　　小 売 業 122,612

　　　　卸 売 業 117,029

　２６年 233,943

　　　　卸 売 業 106,947

  　　　小 売 業 126,996

  ２８年 262,998

　　　　３）平成26年は、産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所のうち、     管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業
　　　　　　所を含まない。

　　　　５）従業者数は、臨時雇用者、出向・派遣受入者を含まない。

  　　　小 売 業 145,969

　　　　　  のうち、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の法人　　組織の事業所又は産業小分類が格付不能の個人経営（法人でない団体を
　　　　　  含む）の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額　　　及び仲立手数料いずれの金額も無い法人組織の事業所は含まない。    
　　　　    また、年間商品販売額及び売場面積は調査対象が法人組織のみであったため、個    人経営の事業所は含まれていない。

令和３年 267,190

　　　　卸 売 業 138,948

  　　　小 売 業 128,242

　　　　　  に格付けられた事業所のうち、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業　　　細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、



１ 店 当 た り
従 業 者 1 人
当 た り

38,370 6,983 1,138,719 3,595,799 108,544

151,136 14,906 444,221 2,213,627 …

7,979 1,880 694,498 1,382,172 108,544

42,294 7,512 1,392,960 3,187,468 114,684

178,853 16,779 662,720 1,795,696 …

8,377 1,912 730,240 1,391,772 114,684

37,396 6,070 … … 110,181

137,064 13,786 … … …

8,400 1,660 … … 110,181

20,365 3,212 2,107,051 3,118,684 123,871

61,112 6,276 1,349,226 1,531,693 …

9,762 1,790 757,825 1,586,991 123,871

24,457 3,967 … … 114,950

75,765 8,828 … … …

9,672 1,769 … … 114,950

19,946 2,903 710,823 2,698,110 145,032

49,469 6,412 167,048 836,966 …

12,281 1,846 543,775 1,861,144 145,032

269 38 … 14,663 135,325

738 99 … 4,913 …

138 20 … 9,749 135,328

225 30 … … 130,774

461 62 … … …

157 20 … … 130,774

256 32 … … 126,552

492 67 … … …

185 22 … … 126,552

258 30 … … 129,106

569 73 … … …

162 19 … … 129,106
　備考　１）平成9年、14年、19年は6月1日、平成6年、26年は7月1日現在である。平成11年、    16年は簡易調査として実施。
　　　　２）平成24年（2月1日）、平成28年（6月1日）は経済センサス活動調査の「卸売業・  　小売業に関する集計」の結果である。産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」

　　　　４）令和3年（6月1日）は経済センサス活動調査の「卸売業・小売業に関する集計」     の結果である。産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所

　　　　　  小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。また、  平成28年の売場面積は調査対象が法人組織のみであったため、個人経営
　　　　    の事業所は含まれていない。

商　　　　　業　３９

                                                　　　　 １　卸　売　・　小　売　業　　の　推　移

　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：万円、平成２４年、２６年、２８年、令和３年は百万円）

    年　間 　商　品　販　売　額
修 理 料 ・
サービス料・
仲 立 手 数 料
収 入 額

商 品 手 持 額
売場面積
（㎡）

　　　　３）平成26年は、産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所のうち、     管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業
　　　　　　所を含まない。

　　　　５）従業者数は、臨時雇用者、出向・派遣受入者を含まない。

　　　　　  のうち、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の法人　　組織の事業所又は産業小分類が格付不能の個人経営（法人でない団体を
　　　　　  含む）の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額　　　及び仲立手数料いずれの金額も無い法人組織の事業所は含まない。    
　　　　    また、年間商品販売額及び売場面積は調査対象が法人組織のみであったため、個    人経営の事業所は含まれていない。

　　　　　  に格付けられた事業所のうち、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業　　　細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、



244 1,911 138,948

- - -

6 41 575
1 22 X
3 15 232
2 4 X

22 221 23,411
9 133 5,601

13 88 17,810

69 469 27,909
23 170 10,580
19 100 6,459
4 12 1,176

10 63 2,360
4 33 1,253
9 91 6,081

83 743 63,427
27 250 13,097
23 222 16,216
28 253 33,647
5 18 467

64 437 23,626
12 85 3,342
14 92 7,470
4 38 1,513

34 222 11,301

 ４０　商　　　　　業

２　卸　売　業　の　状　況

（令和３年６月１日現在）

従業者規模・産業分類
事　業
所　数

従業者数
年間商品販売額

（百万円）

卸売業

各種商品卸売業

繊維・衣服等卸売業
　繊維品卸売業
　衣服卸売業
　身の回り品卸売業

飲食料品卸売業
　農畜産物・水産物卸売業
　食料・飲料卸売業

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業

　建築材料卸売業
　化学製品卸売業
　石油・鉱物卸売業
　鉄鋼製品卸売業
　非鉄金属卸売業
　再生資源卸売業

機械器具卸売業
　産業機械器具卸売業
　自動車卸売業
　電気機械器具卸売業
　その他の機械器具卸売業

その他の卸売業
　家具･建具･じゅう器等卸売業

　医薬品・化粧品等卸売業
　紙・紙製品卸売業
　他に分類されない卸売業

　　　　２）従業者数は、臨時雇用者、出向・派遣受入者を含まない。
　資料：総務部法制文書課（令和３年経済センサス活動調査）

　備考　１）産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所
　　　　　　のうち、管理、補助的経済活動のみを行う事業所、産業
　　　　　　細分類が格付不能の法人組織の事業所又は産業小分類が
            格付不能の個人経営（法人でない団体を含む）の事業所、
　　　　　　卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売
            額及び仲立手数料いずれの金額も無い法人組織の事業所は
            含まない。また、年間商品販売額は調査対象が法人組織
            のみであったため、個人経営の事業所は含まれていない。



商　　　　　業　４１

791 6,927 128,242 129,106

4 1,279 35,648 42,320
3 1,254 X X
1 25 X X

128 667 9,567 19,510
6 14 97 144

22 98 1,716 4,101
60 361 5,458 10,793
9 53 721 777

31 141 1,574 3,695

214 2,331 28,082 19,810
12 785 14,990 10,668
11 35 87 68
9 33 260 64
2 3 X X

31 69 457 558
41 209 1,206 730
108 1,197 X X

114 700 26,319 11,405
52 426 18,027 60
22 68 603 3,069
40 206 7,690 8,276

297 1,730 25,820 36,061
21 51 207 1,215
14 81 2,094 1,530
88 605 10,893 11,910
1 2 - -

10 61 2,418 -
26 332 2,217 3,264
14 122 2,181 6,475
19 81 876 1,003
104 395 4,934 10,664

34 220 2,806 -
29 188 2,297 -
- - - -
5 32 509 -

３　小　売　業　の　状　況　

（令和３年６月１日現在）

従業者規模・産業分類
事　業
所　数

従業者数
年間商品販売額

（百万円）
売場面積（㎡）

小売業

各種商品小売業
　百貨店、総合スーパー
　 その他の各種商品小売業（従業者常時50人未満）

織物・衣服・身の回り品小売業
　呉服・服地・寝具小売業
　男子服小売業
　婦人･子供服小売業
　靴・履物小売業
　 その他の織物･衣服･身の回り品小売業

　　　　
飲食料品小売業
　各種食料品小売業
　野菜・果実小売業
　食肉小売業
　鮮魚小売業
　酒小売業
　菓子・パン小売業
　その他の飲食料品小売業

機械器具小売業
　自動車小売業
　自転車小売業
　 機械器具小売業（自動車･自転車除く）

　　
その他の小売業
　家具･建具・畳小売業
　じゅう器小売業
　医薬品･化粧品小売業
　農耕用品小売業
　燃料小売業
　書籍･文房具小売業
　 スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業

　写真機･時計・眼鏡小売業
　他に分類されない小売業

無店舗小売業
　通信販売・訪問販売小売業
　自動販売機による小売業
　その他の無店舗小売業
　備考　１）産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所のうち、管理、補助的

　資料：総務部法制文書課（令和３年経済センサス活動調査）

　　　　　　経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の法人組織の事業所又は産業
 　　　　　 小分類が格付不能の個人経営（法人でない団体を含む）の事業所、卸売の商品
            販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料いずれの金額も
            無い法人組織の事業所は含まない。また、年間商品販売額及び売場面積は調査

        ２）従業者数は、臨時雇用者、出向・派遣受入者を含まない。
    　　　　対象が法人組織のみであったため、個人経営の事業所は含まれていない。



４　大　阪　府　市　町　村　別　商　業　

事業所数 従業者数
年間商品販売額

（百万円）
事業所数

25,038 348,450 44,599,394 46,270

15,709 248,527 35,600,294 18,888
1,228 12,052 1,026,126 3,568

306 2,591 162,799 955
484 5,568 916,040 1,564
135 1,610 95,696 504

1,081 13,655 1,514,824 1,406
143 1,990 261,191 383
252 2,788 293,802 1,422
118 824 53,287 427

244 1,911 138,948 791

304 2,228 196,723 1,559
481 6,835 745,945 1,120
421 5,792 412,272 1,234
189 1,499 112,317 790
97 516 42,696 478

198 1,799 166,902 1,014
84 486 23,731 439

215 2,181 143,485 577
151 1,457 109,120 501
193 1,489 143,353 916
213 2,536 182,601 637
73 592 78,817 316

126 711 56,357 470
169 1,945 224,253 626
231 2,552 278,711 343
66 461 15,667 257
81 575 47,759 375

1,671 21,051 1,456,402 2,534
58 508 13,783 362
36 229 5,550 335
56 306 20,777 287
48 185 11,592 249
29 201 1,028 241
15 65 3,427 83
15 31 653 49
13 39 3,104 49
31 247 18,427 78
24 114 7,730 175
7 146 2,210 67

10 38 3,639 75
12 54 1,764 44
14 40 2,356 65
7 26 3,236 17

 ４２　商　　　　　業

市　町　村

卸　　　　　　売　　　　　　業 小　　　　売　　　　　　業

総 数

大 阪 市
堺 市
岸 和 田 市
豊 中 市
池 田 市
吹 田 市
泉 大 津 市
高 槻 市
貝 塚 市

守 口 市

枚 方 市
茨 木 市
八 尾 市
泉 佐 野 市
富 田 林 市
寝 屋 川 市
河 内 長 野 市
松 原 市
大 東 市
和 泉 市
箕 面 市
柏 原 市
羽 曳 野 市
門 真 市
摂 津 市
高 石 市
藤 井 寺 市
東 大 阪 市
泉 南 市
四 條 畷 市
交 野 市
大 阪 狭 山 市
阪 南 市
三 島 郡 島 本 町
豊 能 郡 豊 能 町

〃 能 勢 町
泉 北 郡 忠 岡 町
泉 南 郡 熊 取 町

〃 田 尻 町
〃 岬 町

            法人組織の事業所は含まない。また、年間商品販売額は調査対象が法人　　　 組織のみであったため、個人経営の

　　　　２）従業者数は、臨時雇用者、出向・派遣受入者を含まない。
　資料：総務部法制文書課（令和３年経済センサス活動調査）

南 河 内 郡 太 子 町
〃 河 南 町

　 〃　　千早赤坂村

　備考　１）産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所のうち、管理、　　　補助的経済活動のみを行う事業所、
　　　　　　産業細分類が格付不能の法人組織の事業所又は産業小分類が格付不能の 　　  個人経営（法人でない団体を含む）
　　　　　　の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額　　　 及び仲立手数料いずれの金額も無い 

            事業所は含まれていない。



商　　　　　業　４３

 の　状　況

（令和３年６月１日現在）

従業者数
年間商品販売額

（百万円）

428,214 9,044,900

167,428 4,127,135
36,762 745,017
7,680 138,820

14,705 300,438
3,869 70,358

15,557 300,615
3,319 53,386

15,092 295,625
3,601 65,804

6,927 128,242

16,220 308,629
12,711 233,696
11,509 209,226
6,916 139,277
4,298 71,759

10,236 193,507
4,030 65,986
4,624 68,067
4,941 89,413
9,334 198,615
7,264 161,781
2,446 32,978
4,468 72,663
5,561 100,287
3,506 65,152
1,988 30,233
2,513 47,241

21,997 415,021
3,053 61,332
3,337 56,885
2,657 41,449
2,393 45,622
1,908 26,378

762 12,328
326 3,432
325 4,260
558 16,359

1,220 14,949
537 9,455
386 4,724
522 7,234
652 8,321
76 3,206

 ４２　商　　　　　業

小　　　　売　　　　　　業

            法人組織の事業所は含まない。また、年間商品販売額は調査対象が法人　　　 組織のみであったため、個人経営の

　　　　２）従業者数は、臨時雇用者、出向・派遣受入者を含まない。
　資料：総務部法制文書課（令和３年経済センサス活動調査）

　備考　１）産業大分類「Ⅰ－卸売業,小売業」に格付けられた事業所のうち、管理、　　　補助的経済活動のみを行う事業所、
　　　　　　産業細分類が格付不能の法人組織の事業所又は産業小分類が格付不能の 　　  個人経営（法人でない団体を含む）
　　　　　　の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額　　　 及び仲立手数料いずれの金額も無い 

            事業所は含まれていない。


